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１  所管事務の調査（報告）

 (9) 川崎市小児医療費助成条例の一部改正に関するパブリックコメント手続の実施 

      結果について 

資  料 川崎市小児医療費助成条例の一部改正に関するパブリックコメント手続 

     の実施結果について 

参考資料 小児医療費助成制度の拡充について 

こども未来局 

（平成３０年８月２４日） 
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川崎市小児医療費助成条例の一部改正に関する 

パブリックコメント手続の実施結果について 

１ 概要 

安心して子育てできる環境づくりのため、小児医療費助成条例に基づき医療費助

成を実施しています。子どもの入院については、経済的にも精神的にも子育て家庭

に与える負担が大きいことから、経済的な心配をすることなく、入院中の子どもと

寄り添うことができるよう、入院医療費助成の所得制限を廃止するため、本条例の

改正に向けて、パブリックコメント手続を実施しました。市民の皆様から次のとお

り、御意見をいただきましたので、御意見の内容及び御意見に対する本市の考え方

を次のとおり公表します。 

２ 意見募集の概要 

題     名 
小児医療費助成制度の入院医療費助成の所得制限の廃止につ

いて 

意見の募集期間 平成３０年６月２０日（水）～平成３０年７月３０日（月） 

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法 

（１）市政だより７月１日号掲載、川崎市ホームページ掲載 

（２）情報プラザ、公文書館、各区役所（市政資料コーナー）、

支所・出張所、図書館（本館・分館）、市民館（本館・分

館）、こども家庭課にて資料閲覧 

（３）関係施設（地域子育て支援センター、保育所、幼稚園、

こども文化センター）にて案内を掲出 等 

結果の公表方法 

（１）川崎市ホームページ掲載 

（２）情報プラザ、公文書館、各区役所（市政資料コーナー）、

支所・出張所、図書館（本館・分館）、市民館（本館・分

館）、こども家庭課にて資料閲覧 

資 料 
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３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） ４０通（８７件） 

内

訳

電子メール ２２通（３７件） 

ＦＡＸ １８通（５０件） 

郵送 ０通（ ０件） 

持参 ０通（ ０件） 

４ 意見の内容と対応 

パブリックコメント手続を実施した結果、入院医療費助成の所得制限の廃止に関

する賛成の意見のほか、通院医療費助成の所得制限、一部負担、助成対象年齢に関

する御意見が寄せられました。 

御意見については、今後の施策・事業の推進の参考とさせていただき、当初案の

とおり条例改正の手続きを進めます。 

【御意見に対する本市の考え方の区分説明】 

Ａ：御意見の趣旨を踏まえ、条例（案）に反映させるもの 

Ｂ：御意見の趣旨が条例（案）に沿った意見であるもの 

Ｃ：今後の施策・事業を推進する中で参考とさせていただくもの 

Ｄ：条例（案）や施策に対する要望の意見であり、条例（案）や施策の内容の考え方

等を説明するもの 

Ｅ：その他 

項目 件数 
市の考え方（単位：件） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

入院医療費助成の所得制限の廃止に関す

ること 
３０ ２８ ２

通院医療費助成の所得制限に関すること ２９ １ ２８

通院医療費助成の一部負担に関すること １３ １３

通院医療費助成の対象年齢に関すること １５ １５

合計 ８７ ２８ １ ５８

具体的な御意見の内容と市の考え方については、次ページ以降を御参照ください。 
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＜入院医療費助成の所得制限の廃止に関すること＞

番号 意見内容 意見に対する市の考え方
市の考え
方の区分

1

　平均収入が３００万円ほどのこの日本で、その
三倍はある収入の世帯に本当に必要な支援なの
か、疑問に思う。所得制限の廃止は必要ない。

　入院医療費の所得制限の廃止については、経済
的、精神的なセーフティネットとして、入院中の
子どもに寄り添える環境づくりを進めるための取
組が必要と考えています。

Ｄ

2

　入院医療費助成の所得制限の廃止に賛成。 

・子どもの医療は平等に受けられるべきであり、
親の所得で制限されるべきではないと考える。
・継続的に入院が必要であり、経済的な負担が大
きく、せめて入院費用だけでも負担がなくなれば
と思う。
・子どもを社会全体で育てて行くということが、
これからの少子化では必要だと思う。
・所得制限を超えた家庭は、税の負担も大きく、
医療費の助成を受けられないのは、不公正であ
る。
・他都市と比べて支援が低い。

（同趣旨　２７件）

　入院医療費の所得制限の廃止については、経済
的、精神的なセーフティネットとして、入院中の
子どもに寄り添える環境づくりを進めるため、平
成３１年１月の廃止に向けて取組を進めてまいり
ます。

Ｂ

3

　入院の所得制限が撤廃されることは前進であ
り、喜ばしいことである。ただ、現行の償還払い
のままでは、一旦窓口で立て替える負担感が大き
く、また後日償還払いの手続きに役所窓口まで行
かなければならないのは大変利用しづらい。通院
と同様、現物給付での実施をお願いしたい。 

　現物給付により助成を実施するためには、新た
に入院専用の医療証の交付が必要になり、これに
伴い、審査支払機関や病院の独自システムの改修
等の対応が必要になることから、難しいものと考
えています。 Ｄ

＜通院医療費助成の所得制限に関すること＞

番号 意見内容 意見に対する市の考え方
市の考え
方の区分

4

　入院だけでなく通院も所得制限なしにするべ
き。

・子どもの医療は平等に受けられるべきであり、
親の所得で制限されるべきではないと考える。
・慢性疾患により継続的に通院が必要な場合な
ど、医療費の負担が大きい。
・子どもを社会全体で育てて行くということが、
これからの少子化では必要だと思う。
・所得制限を超えた家庭は、税の負担も大きいに
もかかわらず、所得制限により市からの支援がな
く、不公平である。
・他都市と比べて子どもへの支援が低く、制度を
拡充し、所得の高い子育て家庭を川崎市に呼び込
むべき。
・川崎市の財政状況であれば実施が可能である。
・健康保険料は所得に比例して徴収され、この時
点で応能負担の原則は適用されており、助成で所
得制限をすべきではない。

（同趣旨　２５件）

　入院医療費の所得制限の廃止については、経済
的、精神的なセーフティーネットとして、入院中
の子どもに寄り添える環境づくりを進めるための
取組が必要と考えています。
　通院医療費助成については、限られた財源の中
で、持続可能な制度として運営していくため、引
続き、所得制限を設けていく必要があるものと考
えております。

Ｄ

５　市民意見（要旨）と意見に対する市の考え方
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5

　通院医療費助成について、現在の所得制限を少
し超えた家庭は、負担が大きく、ほんとに所得の
高い家庭には、所得制限があってもよいが、所得
の限度額を緩和してほしい。

（同趣旨　１件）

　所得制限については、制度の継続的かつ安定的
な運営を図りながら、子育て家庭への経済的支援
を行うため、同様に広く一般家庭を対象とした子
育て支援策である児童手当に準拠して設けていく
必要があると考えています。

Ｄ

6

　所得の考え方に不公平があるように思う。 
　児童手当に準拠した所得制限とあるが、児童手
当の所得基準の考え方を見直すべきと考える。 
　所得の高い保護者の所得のみを審査するのでは
なく、夫婦合算の所得で審査すべきである。
　また、社会保険料は、どれだけ払っても、一律
８万円のみの控除であるが、小規模企業共済等掛
金控除は、全額控除できる。 
　こうした不公平を解消したうえで、通院医療費
助成における所得制限をより厳しい基準に変え、
それで浮いた分を入院等で金銭的負担が多い方の
ために使うべきと考える。 

　所得制限については、制度の継続的かつ安定的
な運営を図りながら、子育て家庭への経済的支援
を行うため、同様に広く一般家庭を対象とした子
育て支援策である児童手当に準拠して設けていま
す。
　所得審査の対象者や計算方法等については、他
の給付・助成制度の状況も参考にしながら、検討
していく必要があると考えています。

Ｃ

＜通院医療費助成の一部負担に関すること＞

番号 意見内容 意見に対する市の考え方
市の考え
方の区分

7

　通院の受診時の一部負担について、廃止してほ
しい。

（同趣旨　８件）

　通院における一部負担については、制度の継続
的かつ安定的な運営を図りながら、子育て家庭へ
の経済的支援を行うため、引続き、設けていく必
要があると考えています。

Ｄ

8

　現在、小学校４年生から６年生までが対象の通
院１回当たり５００円の自己負担について、対象
年齢等を拡大して、その財源により、通院医療費
助成の所得制限を廃止するなど制度の拡充を図っ
てほしい。

（同趣旨　３件）

　小学校３年生までは、医療機関を受診する機会
が多く、また、保護者の医療費に対する負担感が
高いことから、通院における一部負担について
は、小学校４年生から６年生までを対象とすべき
と考えています。 Ｄ

＜通院医療費助成の対象年齢に関すること＞

番号 意見内容 意見に対する市の考え方
市の考え
方の区分

9

　通院助成の対象年齢を中学校卒業まで拡大して
ほしい。

・子どもの健康については、平等にしてほしい。
・医療費の負担が大きい。
・他都市では中学校卒業まで実施している。
・川崎市の財政状況であれば実施が可能である。

（同趣旨　１３件）

10

　通院助成の対象年齢を小学校低学年までとし、
所得制限をなくすべきです。

Ｄ

　通院助成の対象年齢については、平成２９年４
月の拡大に際して、制度の運営状況や子どもの受
療率、子育て家庭を取り巻く状況、財政面への影
響など様々な観点から幅広く検討を行っており、
学齢期における心身の成長の一つの区切りである
小学校６年生までの助成が必要であると考えてい
ます。
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１ 本市小児医療費助成制度の状況 

小 児医療費助成制度の拡充について 

●制度趣旨：

２ 総合計画における位置付け 

H26 H27 H28 H29 

助成対象年齢 小 1 まで 小 2 まで 小 3 まで 小 6 まで

人口 107,012 人 120,029 人 132,721 人 169,430 人

助成対象 90,582 人 99,419 人 107,987 人 132,506 人

予算額 3,732 百万円 3,809 百万円 4,078 百万円 4,598 百万円

決算額 3,607 百万円 3,920 百万円 3,890 百万円 －

【近年の制度拡充の経過】子育て家庭の経済的な負担の軽減や、安心して 

医療を受けられる環境づくりを推進 

●第１期実施計画（平成２８～２９年度） 

・H28.4：通院対象年齢を小学校３年生まで拡大 

・H29.4：通院対象年齢を小学校６年生まで拡大 

●第２期実施計画（平成３０～３３年度） 

・入院医療費助成の所得制限廃止に向けた取組の推進

小児に係る医療費の一部を助成することにより、その健全な育成を図り、もって小児保健の向上に

寄与するとともに 、福祉の増進を図ることを目的とする。 

●制度内容：

年齢 ０歳 1 歳～小学校 6年生 中学生 

助 成 対 象 入院、通院 入院、通院 入院のみ 

助 成 範 囲 
保険医療費の自己負担分（※1） 

（２割） 

保険医療費の自己負担分（※1）

（未就学２割、小学生３割（※2）） 

保険医療費の自己負担分（※1）

（３割） 

助 成 方 法 現物給付 現物給付 償還払い 

医 療 証 交付あり 交付あり 交付なし 

所 得 制 限 なし あり あり 

扶 養 人 数 ０人 １人 ２人 ３人 

所 得 限 度 額 630 万円 668 万円 706 万円 744 万円 

収入額（目安） 833 万円 875 万円 917 万円 960 万円 

●所得制限：１歳以上の場合、児童手当制度における所得制限限度額に準拠

※1 食事療養標準負担額を除く、高額療養費等の支給がある場合は、その支給額を差し引いて助成

※2 小学校４年生～６年生は、通院１回当たり５００円を超えた額を助成（保護者が市民税所得割非課税の場合を除く）

通院医療費助成対象年齢拡大 所得制限緩和 

平成７年 10 月 ２歳児まで ― １歳以上（扶養人数 0人：335.8 万円） 

（入院：中学校卒業まで） 平成９年７月 １歳以上を緩和 

平成 11年１月 ３歳児まで  （扶養人数０人：335.8 万円→480 万円） 

平成 14年１月 ４歳児まで   

平成 17 年１月 ５歳児まで   

  平成 18 年４月 １歳以上を緩和 

平成 19年１月 小学校就学前まで  （扶養人数０人：480万円→540 万円） 

  平成 24 年６月 １歳以上を緩和 

平成 24年９月 小学校１年生まで  （扶養人数０人：540万円→630 万円） 

平成 27年４月 小学校２年生まで   

平成 28 年４月 小学校３年生まで 

平成 29年４月 小学校６年生まで   

●制度拡充経過 
制度開始 昭和 48 年４月 乳児医療費助成制度の創設（０歳の入院・通院医療費助成、所得制限なし） 

     平成７年 10月 小児医療費助成制度の創設（県の補助制度創設） 
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●入院医療費助成の所得制限の廃止

●実施時期 平成３１年１月１日

子どもの入院については、経済的にも精神的にも子育て家庭に与える負担が大きいことから、

経済的な心配をすることなく、入院中の子どもと寄り添うことができる環境づくりを進めるため、

入院医療費助成の所得制限を廃止する。 

も多く、安心して医療にかかることができる環境づくりが、子育ての大きな支援となっているなかで、これ

までの制度拡充の経過や本市の子育て家庭を取り巻く状況を勘案し、次の観点を踏まえながら、効果的な手

法で子育て家庭の安心感を広げていく必要がある。 

◎子育て支援施策を総合的に展開するなかでの本制度の拡充の在り方 

◎持続可能な制度として安定的・継続的な運用の確保 

子育ての不安を解消し、安心して子どもを産み育てることができる環境づくりに向け、出産・子育てから、

青年期に至るまで、成長・発達の段階に即して、切れ目なく、効果的に子育て支援施策を推進する。 

・市民や医療機関等への周知や庁内のシステム改修期間等を確保した上で、早期の負担軽減を図る。 

・税制度における医療費控除の対象期間（1月～12月）も考慮 

平成３１年１月入院分を同年２月から区役所にて申請受付を開始し、

償還払いの方法で助成を実施
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６ 他都市の状況（平成 30年 4月現在）

５ 制度拡充のスケジュール

●入院医療費の助成の増加見込件数 約２，１５０件 増加

●事業費の増加見込額 

現 行 ※平成 30 年度予算額 ４，６８５，６４４千円（うち県補助金 ５８５，９９１千円）

約２千万円

・通年必要額 

・初年度必要額 

約１億円

・指定都市（２０市）

高校卒業 １市 制限あり ７市 負担あり  17 市

中学校卒業 10 市 制限なし 13 市 負担なし ３市

小学校６年生★ ７市

小学校３年生 １市

小学校１年生 １市

高校卒業 ２市 制限あり ７市 負担あり ８市

中学校卒業★ 18 市 制限なし 13 市 負担なし★ 12 市

・県内市町村（３３市町村）

中学校卒業 19 市町村 制限あり  17 市町 負担あり ３市  

小学校６年生  14 市町 制限なし 16 市町村 負担なし 30 市町村

高校卒業 １村  制限あり  19 市町 負担あり －

中学校卒業★ 32 市町 制限なし 14 市町村 負担なし★ 33 市町村

対象年齢 所得制限 対象年齢 所得制限 保護者の負担保護者の負担

通院 通院

入院

入院

★は平成３０年４月時点での川崎市の該当項目

（※平成 28 年度入院助成件数 約１０，５００件）⇒ 約１２，６５０件

平成３１年２月から申請受付開始（２か月分の医療費、システム改修経費等） 

●拡充後の制度内容：

年齢 ０歳 1 歳～小学校 6年生 中学生 

助 成 対 象 入院、通院 入院、通院 入院のみ 

助 成 範 囲 
保険医療費の自己負担分（※1）

（２割） 

保険医療費の自己負担分（※1）

（未就学２割、小学生３割（※2）） 

保険医療費の自己負担分（※1）

（３割） 

助 成 方 法 現物給付 現物給付（※3） 償還払い 

医 療 証 交付あり 交付あり（※3） 交付なし 

所 得 制 限 なし あり（通院のみ） なし 

※1 食事療養標準負担額を除く、高額療養費等の支給がある場合は、その支給額を差し引いて助成

※2 小学校４年生～６年生は、通院１回当たり５００円を超えた額を助成（保護者が市民税所得割非課税の場合を除く）

※3 通院の所得制限を超過する場合は、医療証は交付せずに、入院医療費について償還払いにて助成 

下線は今回の拡充後の内容 

年度 平成３１年度

月 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4～

平成３０年度

入院

所得

制限

廃止

市民・医療機関等への周知

庁内システムの改修等

入院 医 療費

償還 申 請受付 開始

パ ブコメ

の 実 施

６月２０日

～

７月３０日

文

教

委

員

会

第 ３回

市議 会定 例会

条

例

改

正

議

案

補

正

予

算

議

案
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